

姉妹都市（茨城県古河市・埼玉県加須市）との市民交流を促進し、市民文化の向上と姉妹都市相互の発展を図るため、助成金を交付するものです。

（助成対象者）

助成金の対象者は、次のいずれにも該当する団体となります。


助成の対象となる事業は、文化、産業、福祉、社会教育及びスポーツ等に係る姉妹都市の団体等との親善及び交流を目的とする事業とする。


	助成対象経費
	助成の基準額、限度額等

	１　姉妹都市を訪問する事業又は姉妹都市に人員を派遣する事業の実施に要するもの

	姉妹都市を訪問する市民又は姉妹都市に派遣される市民１人につき１日当たり3,000円を限度とする。

	
	

	２　本市を訪問する姉妹都市の者　
　を歓迎する事業の実施に要する

　もの
	本市を訪問する姉妹都市の者を歓迎する市民１人につき１日当たり3,000円を限度とする。


　備考
　１　助成の基準額、限度額等の算出において助成の対象となる市民の人数は、
　　一の対象事業において、一の団体につき１日当たり30人以内とする。
　２　助成の基準額、限度額等の算出において助成の対象となる事業に要した
　　日数は、一の年度において、一の団体当たり３日以内とする。この場合に
　　おいて、１の項に掲げる事業に要した日数及び２の項に掲げる事業に要し

　　た日数は合算するものとする。

申請書に必要事項を記入し、総合政策課市民活躍推進係（さくら市市民活動支援センター）まで直接持参ください。
（１）姉妹都市交流事業助成金交付申請書（様式第１号）

（２）事業計画書(様式第２号)
（３）収支予算書(様式第３号)

（４）事業参加者名簿（様式第４号）
（５）団体の会則、規約その他団体の運営について定めた書類

　随時受付いたします。

　審査は、姉妹都市交流事業助成審査会（随時開催）において行われます。

審査会の審査結果をもとに、市長が助成金の交付決定を行い、各申請団体に通知します。


 (実績報告)

助成金の交付を受けた団体は、対象事業が完了したときは、報告書として以下の書類を提出していただきます。
（１）姉妹都市交流事業助成金実績報告書（様式第９号）
（２）事業報告書（様式第10号）

（３）収支決算書（様式第11号）
（４）事業参加者名簿（様式第４号）

（５）対象経費に係る領収書の写し
（６）事業実施に係る記録写真又は資料等

 (助成金の請求)

実績報告後、姉妹都市交流事業助成金交付請求書（様式第14号）を提出していただきます。


姉妹都市交流事業助成金の助成対象経費について

◎助成対象経費

	項目
	経費の種類

	報償費
	講師等謝礼等　※１

	旅費
	交通費、通行料　※２

	需用費
	食糧費　※３、燃料費　※４

	役務費
	保険料等　※５

	委託料
	催し物等会場設営委託料

	使用料及び賃借料
	会場使用料

	原材料費
	食材費　※６

	その他の経費
	大会参加料、その他市長が認める経費　


※１「報償費」とは、交流事業で行う講演会等に招聘する講師に対する謝礼と捉える。

※２「旅費：交通費・通行料」とは、姉妹都市へ赴くにあたり掛かるもので、やバス費用や有料道路使用料と捉える。

※３「需用費：食糧費」とは、対象事業に伴う懇親会代・会議でのお茶や菓子代等その団体が飲食するものとする。ただしアルコールは対象外とする。また、相手へのお土産代も含まれる。

※４「需用費：燃料費」とは、姉妹都市へ赴くにあたり、自家用車を利用する場合のガソリン等燃料代である。
ガソリン代は１キロメートルにつき37円(さくら市職員の旅費に関する条例に準じる)とし、領収書の添付は不要とする。経路とキロ数がわかるものを添付する。

※５「役務費：保険料」については、交流事業に対して掛ける保険料とする。

※６「原材料費：食材費」については、交流事業に必要な食材とする。

※社会一般の常識から判断して助成することが適当と認められないものは、助成対象経費に含めない。

※領収書やレシートが必要となる。用意できない場合は、助成対象外となる。ただし燃料費は例外とする。







さくら市姉妹都市交流事業助成金











申請の手引き























事前相談・申請受付


さくら市総合政策部総合政策課


政策推進室市民活躍推進係


TEL：０２８－６１６－３５５７


FAX：０２８－６１５－７９７３








◎趣旨





◎助成対象者





(１)構成員のうち市内に住所を有する者が５人以上であること。


(２)会則、規約等を定めていること。


(３)主たる拠点を市内に有すること。








◎助成対象事業





◎助成対象経費等





◎申請方法





◎申請期間





◎審査方法





◎交付決定





◎実績報告





◎助成金請求





◎問合せ先





〒３２９－１３１１　栃木県さくら市氏家１８５７番地


さくら市 総合政策部 総合政策課 政策推進室　市民活躍推進係


TEL　０２８－６１６－３５５７　　


FAX　０２８－６１５－７９７３








交流事業費は交流の相手方の費用にも使用することができる。


ただし、助成費用の算出は、さくら市の団体会員の参加人数とする。











